
1 ．重要な会計方針

（１）固定資産の減価償却の方法

固定資産の減価償却は、法人税法に規定する次の方法を採用している。

有形固定資産・・・・定額法によっている。

（２）有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券・・・・償却原価法（定額法）によって評価している。

（３）消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方法により行っている。

（４）将来の退職金に備え、退職共済掛金による外部積立を行っており、

退職給付引当金として引き当てるべき金額はございません。

2 ．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

3 . 基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

合計 224,890,441 (103,128,698) (121,761,743) 0

美術品 9,637,740 (9,637,740)

小計 12,317,807 (2,680,067) (9,637,740) 0

特定資産

国際交流事業支援基金 2,680,067 (2,680,067)

投資有価証券 192,117,634 (99,993,631) (92,124,003)

小計 212,572,634 (100,448,631) (112,124,003) 0

定期預金 20,455,000 (455,000) (20,000,000)

科目 当期末残高
（うち指定正味財産
からの充当額）

（うち一般正味財産
からの充当額）

（うち負債に対応
する額）

基本財産

（単位　円）

美術品 9,637,740 0 0 9,637,740

小計 12,367,754 0 49,947

国際交流事業支援基金 2,730,014 0 49,947 2,680,067

12,317,807

合計 224,929,336 28,700 67,595 224,890,441

小計 212,561,582 28,700 17,648 212,572,634

投資有価証券

特定資産

192,106,582 28,700 17,648 192,117,634

定期預金 20,455,000 0 0 20,455,000

財務諸表に対する注記

（単位　円）

科目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産



4 . 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は次のとおりである。

5 ．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は次のとおりである。

6 . 指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

（単位　円）

合　　　計 850,008

1,234,425 1,234,425 0

　　利息の振替 8

内　　　容 金　　　額

経常収益への振替額

　　国際交流事業支援基金取崩 50,000

合計 0

　　国債利息の振替 800,000

ウクライナ避難民支援事業助成金 (公財)日本財団 0 994,425 994,425 0

外国人のための日本語講座補助金 岐阜市 0 240,000 240,000 0

（単位　円）

補助金等の名称 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
貸借対照表上
の記載区分

20年利付国債　137回 40,118,030 44,880,040 4,762,010

合計 192,117,634 197,545,092 5,427,458

10年利付国債　334回 52,005,973 52,455,052 449,079

10年利付国債　329回 99,993,631 100,210,000 216,369

（単位　円）

種類及び銘柄 帳簿価額 時価 評価損益



1 ．基本財産及び特定資産の明細

2 ．引当金の明細

基本財産及び特定資産について、財務諸表の注記に記載をしているため、内容の記載を省略してお
ります。

該当なし

附属明細書

（単位　円）

科目 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高
目的使用 その他


